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［御意見］ 

・意見内容 

○ホームレスの自立支援には、まず本人の相談に応じ適切なアセスメントを行うことが、

その後の支援を適切かつ効果的に行うための要となる。自分自身の状況を十分に説明す

ることが難しい人もおり、相談面接にあたっては、高い専門性が必要となる。相談支援

に求められる機能は、まさにソーシャルワークそのものであり、ホームレス支援が確実

に機能するためにも、福祉事務所の査察指導員、現業員には社会福祉士の配置を推進す

べきである。 
○また、自立支援センターの機能を柔軟かつ多様化させ、且つソーシャルワーク機能を強

化することにより、中間施設としての役割を今以上に発揮できるようにすることが求め

られる。そのためには自立支援センターに社会福祉士の配置を義務づけ、退所時、退所

後の継続的支援を行うことで再路上化を防止できると考えられる。 
○さらに、ホームレス状態にある人が、今後、成立する予定の生活困窮者支援法に位置づ

けられる「相談支援センター（仮称）」を来訪した場合には、緊急的・一時的に宿泊場所

や食事の提供等を支援する事業等へのつなぎを検討する必要があるが、このような場合

にも、ソーシャルワーク機能が相談支援に求められる。必要に応じて、生活保護申請等

へのつなぎを行うとともに、「就労準備の支援」「中間的就労」「家計再建相談支援」等と

も連携をとることが重要となる。相談支援事業が確実に機能するためにも、相談支援セ

ンター（仮称）等の相談員に社会福祉士を配置すべきである。 

 

・理由 

○「ホームレスの実態に関する全国調査（平成２４年１月）」によると、「巡回相談員に会

ったことがある」人が 78.2％いる一方で、「会ったことはあるが相談したことはない」人

が 39.7%となっている。また、福祉事務所等の公的機関に「相談に行ったことがある」

人が 41.2％、「ない」と答えた人が 58.8％となっており、相談につながることの難しさが

結果として表れている。また、「生活保護制度を利用したことがある」人が 25.3％いる等、

一度、福祉制度につながったとしても、再び野宿生活にもどってしまう人もいて、福祉

サービスの相談機能が十分に発揮できていない現実がある。 
○また、同調査によると、自立支援センターを退所した理由は「期限到来により退所」が

41人（30.1％）と最も多く、次いで「期限到来前に規則違反、自主退所、無断退所によ

り退所」が35人（25.7％）となっている。これらは、入所時のアセスメントを強化し、

他機関との連携を図りながらプランニングを行いソーシャルワーク機能を発揮すること

で数を減らすことができるのではないかと考えられる。そして「自立支援センターを今

後利用したいと思うか」については「思わない」が610人（84.4％）となっている。上記

の理由で退所した者からも口コミ等で自立支援センターの悪いイメージ情報が流れ悪循

環に陥っていると考えられる。路上生活期間が長期間に及んでいる者などが集える場を
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つくることで、社会の接点として自立支援センターの機能が発揮できるように再考する

必要があると考える。路上生活をしながら自立支援センターを利用し、そこに社会福祉

士を配置することで、多様な事情を抱える路上生活者に応じた支援が可能と思われる。 
○社会福祉士は、倫理綱領に基づき、様々な専門職や機関との連絡及び調整を行う国家資

格である。福祉事務所（査察指導員、現業員）や自立支援センター、新たな「相談支援

センター（仮称）」に、社会福祉士を配置することは、ホームレス支援の相談機能の充実

に寄与するものであり、人材の有効活用であると考える。 
 

 

  
 


